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令和元年 12 月定例会補正予算の概要について 

令和元年 12 月 9 日 

大山町財務課作成 

一般会計補正予算（第５号）について 

今回補正額  2 億 5,754 万 5 千円 

財源内訳 

      国・県支出金              3,992 万 9 千円 

地方債                 △180 万円 

      その他                             1 億 1,079 万 7 千円 

一般財源                          1 億 861 万 9 千円 

    

補正後の額 105 億 7,154 万 8 千円  

【参考】 

昨年度 12 月末現在予算額    121 億 5,988 万 5 千円 

（前年度比 15 億 8,833 万 7 千円の減） 

 

主な歳入補正 

【国・県支出金】 

●自立支援医療費負担金（更生医療分）（国負担金）   250 万円 

●自立支援医療費負担金（更生医療分）（県負担金）   125 万円 

  自立支援医療給付費（更生医療分）の増額見込による国・県負担金の増額 

 

●障害者総合支援法負担金（国負担金）   2,525 万円 

●障害者総合支援法負担金（県負担金）   1,262 万 5 千円 

障害者福祉サービスを受けられる方に対する介護給付費・訓練等給付費の増額見込

による国・県負担金の増額 

 

●障害児通所給付費等負担金（国負担金）   135 万 2 千円 

●障害児通所給付費等負担金（県負担金）    67 万 6 千円 

障害児福祉サービスを受けられる方に対する障害児通所給付費の増額見込による

国・県負担金の増額 
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●子どものための教育・保育給付費負担金（国負担金）   386 万 1 千円 

●子どものための教育・保育給付費負担金（県負担金）   193 万円 

  保育所広域利用が増加し、保育所広域入所児童委託料の増額見込による国・県負担金

の増額 

 

●野生鳥獣等被害防止対策事業補助金（県補助金）   △425 万 9 千円 

  侵入防止柵設置を実施予定だった集落が、国の事業要件に合わず事業実施が不可能と

なったため減額する。 

 

●農業経営対策事業補助金（県補助金）   △557 万 3 千円 

  農地集積集約化対策事業において、地域集積協力金の申請見込みがないため、県補助

金を減額する。 

 

【地方債】 

●緊急自然災害防止対策事業債    200 万円 

小規模急傾斜地崩壊対策事業の増額に伴う増額。 

●過疎対策事業債    250 万円 

名和学校給食センター空調整備事業に伴う増額。 

 

【その他】 

●ふるさと応援寄附金  1 億 1千万円 

   ふるさと応援寄附金の増加見込による。 

 

主な歳出補正 

【新規事業】 

●地域おこし協力隊募集事業 16 万 5 千円（企画課） 

（一般財源 16 万 5千円） 

  水産部門１名の地域おこし協力隊員を新たに募集するために広告料を追加する。 

 

●交通安全対策費（一般） 105 万円（企画課） （一般財源 105 万円） 

  高齢者の交通事故防止とあおり運転抑止のため、ペダル踏み間違い時加速抑制防止装

置とドライブレコーダーの取付費の補助を行う。 
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●園芸産地活力増進事業 139 万 3 千円（農林水産課） 

（県支出金 92 万 8千円、一般財源 46 万 5千円） 

  主要園芸品目に係る農作業用共同機械の導入に対し補助を行う。（ブロッコリー全自動

移植機） 

 

●名和学校給食センター空調設備新設工事設計委託料 253 万円 

（幼児・学校教育課） （地方債 250 万円、一般財源 3万円） 

  名和学校給食センターの調理室に空調を新設するための設計業務を委託する。 

 

【追加事業】 

●ふるさと応援寄附金事業 1 億 1千万円 

（企画課）（寄附金 1 億 1千万円） 

   ふるさと応援寄附金の増額見込により、記念品 3,300 万円を増額する。事業に係る経

費の精算見込みや次年度に向けたパンフレットの作成費を計上し、積立金を 7,633 万 4

千円増額する。 

 

●地方総合戦略事業 198 万円（企画課） 

（国庫支出金 99 万円、一般財源 99 万円） 

  第１期大山町地方創生総合戦略の検証のため、その目標成果数値の一つである県外や

海外からの大山町への入込数の調査を委託する。 

 

●移住定住促進事業 1,405 万円（企画課）（一般財源 1,405 万円） 

  新築者が増加したことに伴う移住定住助成金（新築助成分）の増額。 

 

●障害者自立支援事業 5,605 万 2 千円（福祉介護課） 

（国庫支出金 2,800 万 5 千円、県支出金 1,400 万 2 千円、一般財源 1,404 万

5 千円） 

  介護・訓練等給付費、自立支援医療給付費などの決算見込による増額。 

 

●障害児通所給付費等 270 万 4 千円（福祉介護課） 

（国庫支出金 135 万 2 千円、県支出金 67 万 6 千円、一般財源 109 万 1 千円） 

  障害児通所給付費などの決算見込による増額。 

 

●保育所管理事務 772 万 2 千円（幼児・学校教育課） 

（国庫支出金 386 万１千円、県支出金 193 万円、一般財源 193 万 1千円） 

  保育所広域利用が増加したことによる保育所広域入所児童委託料の増額。 
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●名和クリーンセンター修繕工事 1,760 万円（住民課） 

（一般財源 1,760 万円） 

  摩耗、腐食等の進行した焼却設備の修繕を行う。 

 

●小規模急傾斜地崩壊対策事業 250 万円（建設課） 

（県支出金 120 万円、地方債 130 万円） 

  現近確認の結果、隣接地に崩壊箇所が確認されたので、対策工事の測量設計範囲を広

げる。 

 

●今在家団地駐車場整備工事 169 万 1 千円（財務課） 

（その他 31 万円、一般財源 138 万 1千円） 

  発注中の今在家団地駐車場整備工事において、新たに設備工事やポンプ室等の解体工

事を追加する必要が生じたため増額する。 

 

●全国大会等出場旅費等補助金 100 万円（幼児・学校教育課） 

（一般財源 100 万円） 

  中学生の全国大会等への出場者数が多かったため、増額補正する。 

 

●単独災害復旧事業 1,200 万円（農林水産課）  

（寄附金 65 万円、一般財源 1,135 万円） 

  平成３０年度に被災した農道及び排水路の復旧について、関係者との調整がついたの

で実施する。 


